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4. 	 マウスにおけるアフラトキシン Blの毒性発現
について 
O赤尾三太郎(千大・魔研・食品防庸剤研究部)
アフラトキシン Blは，真菌 Asp.fiavusの作るマイ
コトキシンの一つで，肝臓毒，または肝臓の発癌物質と
して，多くの動物種においてその強い毒性が認められ，
高温多湿地帯の人々の肝癌の発生にも一役かっているの
ではないかといわれている。その毒性については多くの
研究成果があげられているが，本報告では，その毒性発
現機作において，いまだ解決されていない問題点を指摘
し，合わせてマウスでは，その急性毒性時の標的臓器が
ほかの動物種とは異なり，腎臓であることを示す実験事
実について述べる。 
5. 	 8aci/lus cereusによる食中毒の実験的研究
藤原喜久夫，	 0小池和子，桑原祥浩
〈千大・庸研・寄敗研究部) 
B. cereusによって引き起こされる食中毒発症に対す
る serotoninの効果を調べた。 Brainheart infusion 
に卵黄を加え， 370C，24時間培養したものを，体重約 
2 kgのアカゲ、ザノレに， おのおの 50mlずつ強制経口投
与し，投与後 1時間経過ののち， serotonirト HC1200μg
を静脈注射し， serotonin 投与しないものと比較した。
その結果，患者分離株からの B.cereusに serotoninを
投与した場合のみ 3頭中 2頭に明らかな下痢症状を呈
し，土壌，乾麺からの分離株では陰性であった。また卵
黄雑炊中に B.cere仰をおのおの実験的に接種し，その
増殖曲線を求めたところ， 370Cで培養すると， 12時間
後には 108/g程度まで増殖することが認められた。 
6. 	 鉛汚染を中心とした住民検診に関しての一考察 
0平野英男，石川清文(千大・衛生) 
1971年， F市の工場排煙中の鉛が公害問題としてと
りあげられ，付近住民の健康問題がクローズアップした。 
1972年， 2.._.3月に住民検診を行なった結果をまとめ，
考察を加えたので報告する。 
1) 	 住民検診希望者 936名中，受診者は 627名であっ
た。	 2)付近 8地点の環境大気中の鉛量は第 l回測定 
(10月)0.07..._.3.50μg/mヘ第2回測定(1月.)0.02.._. 
3.3μg/m3であった。 3)この地の 9"，2月の主風向は，
北ないし北北東であった。 4)血中鉛，尿中鉛，尿中 d-
ALAの測定値は男女ともに正規に分布し，その値はそ
れぞれ 14.9μg/dl(男)， 12.7(女)， 26.7(男)， 24.0(女)， 
1.3 (男)， 1.14 (女)であった。 5)受診者の住民を，
対象となった工場を中心に，東西南北の 4地区に分け比
較したところ，血中鉛，尿中鉛， d-ALA量から地区別
の差に有意は認められなかった。しかるに ALA-Dは
南が高く，続いて北の地区であり，東西の地区は南北の
地区に比べ低値であった。 6)喫煙者と非喫煙者の 
ALA-Dについて検定を行なったところ， 4地区共，男
女共に非喫煙群は喫煙群に比し有意に高い ALA-D活
性を示した。 7)住居周辺交通量，多いとの有訴者はそ
うでない者に比べ， ALA-D活性は低値を示した。以上
のことから，風下，風上に有意差が認められないこと，
環境調査結果から健康障害となる高濃度の鉛ばく露がな
かったことなどから，個人的，社会的要因が地区別の差
をもたらしたものと考えた。 
7. 小金属鉱山における閉山後の珪肺検診活動
第 2報 管理4の発生状況と問題点
海老原勇(千大・農山村)
静岡県のK鉱山(銅山，昭和 45年間山)を中心に元
鉱山労働者の珪肺検診を実施した結果， 47年 l年聞に 
115名の受診者中，管理 4に相当するものは 31名， 27%
にもみられた。これをK鉱山についてだけみると，会社
操業中における最高年度発生のし5倍にあたる 28名で，
珪肺に対する保護対策が実施されてから閉山までの約 
20年間に会社で認定された者 76名の約 4割に相当する
者が閉山後の 2年間で発見された。
今回は管理 4の発生状況などを分析し，粉じん作業離
職後のじん肺管理の必要性を述べてみたい。炭鉱，金属
鉱山があいついで閉山されてゆく現状をみるとき，それ
は緊急の課題であろう。 
8. 	 公害にかかわる健康被害救済制度の問題点
吉田 亮(千大・公衛)
昭和 44年に成立した「公害にかかわる健康被害の救
済に関する特別措置法」から，現在準備されている「公
害にかかわる健康被害損害賠償保障制度」までの固とし
ての考え方の推移を述べた。
つぎに，国および地方自治体で行なわれている健康被
害救済の状況を，大気汚染系疾患を主として述べた。す
なわち大気汚染との因果関係は疫学的理解に基いている
こと，認定疾病に上気道疾患あるいは急性影響を加える
べきであるが疾病としての臨床像の確定が困難であるこ
と，現在認定されている疾病のなかで特に「端息性気管
支炎」の理解が，地区によっては必ずしも一様でないこ
と等々を述べた。 
9. 特別講演最近における化学物質の安全に関す
る法的規制の問題について
藤原喜久夫教授(千大・膏研・魔敗研究部)
